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１．はじめに 

安心・安全・快適な走行支援サービスの実現には、

道路空間を詳細に表現した地図（以下、「道路構造

データ」という。）が必要である。ここで言う道路

構造データとは、人が認識する地図ではなく、車載

器や走行支援サービスに関わるソフトウェアが認識

しやすく、精度や鮮度を確保した地図を指しており、

道路構造データの整備には、大縮尺の道路地図であ

る道路基盤地図情報の活用可能性が期待されている。 

国総研では、道路基盤地図情報を活用した走行支

援サービスに必要な道路構造データの整備手法の確

立を目的とした共同研究を実施した1)。 

 

２．道路構造データの整備手法の考案  

本共同研究では、高速道路における走行支援サー

ビスとして、道路構造データの要件を定義し、走行

支援サービスに資する地図の要件定義書（案）（以

下、「要件定義書」という。）を作成し、要件定義

書を満足する道路構造データの仕様として、走行支

援サービスのための道路構造データ製品仕様書（案）

（以下、「製品仕様書」という。）を作成した。ま

た、製品仕様書に則した道路構造データの整備手法

として、走行支援サービスのための道路構造データ

整備要領（案）（以下、「整備要領」という。）を

作成した。 

 

３．道路構造データの試作と有用性評価 

本共同研究では、整備要領に則して高速道路440km

の道路構造データを試作した（図参照）。道路基盤

地図情報を元に点群座標データや電子地図等の既存

資源を組み合わせて補完を行うと、実測を伴わずに、

車線中心線や曲率等の精度が確保された道路構造デ

ータを整備できるという結果を得た。 

 

図 試作した道路構造データのイメージ 

次に試作した道路構造データを利用した走行実験

を阪神高速道路とさがみ縦貫道路にて実施し、道路

構造データに含まれる曲率や、道路標識・区画線等

の地物や属性が、速度制御や自車位置の推定に有用

であることが明らかになった。 

 

４．おわりに 

今後の課題としては、道路構造データの更新手法

の確立、道路構造データの適用範囲の拡大（一般道

への適用）および持続的な整備・更新の運用方法の

確立が挙げられる。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.848  

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0848.htm 
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１．はじめに 

汚水処理システムには、下水道、農業集落排水、

し尿処理場等がある。地方公共団体は、それぞれの

地域の特性に応じた汚水処理システムを採用してお

り、全国の汚水処理人口普及率（2014年度末）は

89.5％に達している。一方、2010年頃まで増加して

いた日本の総人口は減少を始め、現在の1億3千万人

程度から、国立社会保障・人口問題研究所の中位推

計によると、2060年には8700万人程度になると見込

まれている1)（図－１参照）。 

 

 

 

 

 

 

図－１ 人口推計1) 

 汚水処理システムでは、人口減少により処理水量

が減少することで、必要施設能力の低下や使用料の

低下、また施設の老朽化による改築・更新費の増加

等から、施設の稼働率や採算性の低下が課題となっ

ているため、国総研では、人口減少下での汚水処理

システムの効率化について研究を進めている。 

 

２．汚水処理システムの効率化 

 汚水処理システムの効率化の主な手法は３通り考

えられる。①既存施設を必要な施設能力に規模を縮

小する。②既存施設の能力を活用し、ひとつの汚水

処理システム内において、他の地区の汚水・汚泥を

集約処理することで、他の地区の施設を廃止（図－

２の汚水集約の例ではＢ処理場、汚泥集約の例では

Ｂ処理場の汚泥処理施設）する。③上記②の手法を

異なる汚水処理システム間で実施し、集約される側

の汚水処理システムを廃止する。 

これら汚水処理システムの効率化を実施するため

には、既存施設を活用した改築・更新計画、コスト、

エネルギー、長期に渡る将来の人口予測など多面的

な検討が不可欠であり、技術的整合性のある計画立

案の考え方の提示、評価手法の確立が必要となる。

また、下水道は他の汚水処理システムに比べ規模が

大きいことから、集約先となる場合が多いと考えら

れるため、下水道にし尿、汚泥等を集約する際の投

入条件、受入時の技術的課題と対応方策を明らかに

する必要がある。 

国総研では、これら各種課題の検討に際して必要

となる施設の稼働率に着目したコスト、エネルギー

の整理を進めており、来年度以降は、し尿・汚泥等

の受入時の技術的課題と対応方策の検討、評価手法

の構築等を行う。 

 

図－２ 汚水処理システムの効率化の例 

 

３．今後の展開 

国総研では、地方公共団体が、地域における効率

的な汚水処理システムの検討・評価を行うための技

術資料を作成することで、人口減少下における汚水

処理システムの維持・効率化を推進する。 

[参考]1)国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計

人口（平成24年1月推計）、平成24年3月 
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